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ピーアドの「東京における行政と政治j (The Administration 















































































































































































































































































































































































































































なり，とくに機関委任事務に関しては，地方自治法には第14 6条， 1 4 8条，
1 5 0朱 1 5 1条の規定が設けられ，その機能を保証している。われわれ叫






その機能J t『思想』 19 6 1年5月号所収Jおよび f行政責任の論理と構造J
〈『恩怨J1 9 6 5年6月号所収jならびに「行政改革の論理と契機Jt年報

















































































































































































































































ルフ・ヘルプJのフィロソフィが「納税者民主主義j (ratepayer s’ 
democracy）と「消費者民主主義J(consumer's democracy) 
をパネとして「地続民主主義J(territorial democracy）へつら
なり，また 「地方政府J( l o c a l g o v e r nm e n t ）における「能率Jと
「節約」という概念に集約されうる「現金価値j- cash nexus）という
緊張関係が都市間姐に対する作為と御胸の機構をつくりだすという展開があョ









ュニシパル・トレイデイングくmuni c i pa 1 t r ad i n g >, 「トレイデ











































































〈『世界J1 9 7 1年 4月号所収J，拙稿「ロプソン都政診断の意味J
-46ー
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正9年の普通世帯数は， 1,1 0 0万世帯であョた。その後昭和30年までの
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’20～ 25～ 30～ 35～ 40 ～ 日～ 55～60 ～ 65 ～＇70
この普通世帯の平均規模の縮小民小規模世帯の増加によるものであるが，
1～4人の小規模世帯の普通世帯総数に占める割合同昭和30年の45.4% 
から 45年の 71. 4 %へと増加している。世帯人員別に世帯数の増減状況をみ
ると， 6人以上の世帯で減少し， 5人以下の世帯で増加している。減少率は，
世帯人員の多い世帯ほど高いが， 1 0人以上の世帯では特に高い。一方，増加
率が特に高いのは1人世帯で，昭和35～4 0年には， 8 2.1 ~も，昭和 4 0～ 
4 5.年には54.7%の増加にな宮ている。ついで4人世帯が30 % c昭和40 













から 10.9%へと増加しているが，その他の親族世帯は34. 7 9らから 25.5% 
へと低下して＂＼ :0。一方でh単独世帯が4.7%から 10.8 %へと増加して，夫
婦のみの世帯と肩を並べている。単独世帯の比率が特に高いのは南関東である。
こうした世帯分離の遂行に伴ョて開通になるのは，老人位帯である。昭和
















































































































は26 1万戸から 26 2万戸へと殆んど変化がなかったのに対して，専用住宅ー

































































東京都区部は81万， 1 3 8万， 1 9 0万と増加し，大阪市は59万， 88万，
1 0 8万，名古屋市は 15万， 2 6万， 34万と増加している。
人口50万以上の市について昼間人口をみると，東京都区部は 1,04 3万人
で最も大きく，大阪市の38 6万人がこれにつぐ。しかし，その夜閣人口に対






























































































夫婦と子供の世帯がll 5万世帯〈普通世帯の 43.0 %） あるのに対して，核
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